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１　はじめに
本稿は、学校教育相談の創始者といわれる小泉英二（1924-2006）の、学校教育相談に関す
る教員研修にかかわる業績の検討を通して、学校教育相談研修が削減されている現状を踏まえ
ての今後の示唆を汲もうとするものである。
小泉は、戦後間もない1947年に東京大学文学部に入学、教育心理学を専攻した。卒業後は
NHKで子ども向け教育ラジオ番組の制作を企画した。1952年に都立高校教諭となり、社会と
英語を教えた。翌1953年に、小泉は東京都立教育研究所（以下、「都研」と略記）新設に当
たっての準備委員に任命され、1954年からは、新設された都研に勤務することになった。その
ときの職名は、「教育委員会教育調査員」で、辞令を見ると、職務内容は、「教職員の研修並
びに教育の研究調査及びその事務」と記されている。教職員の研修は都研に勤務した最初から
小泉の職務だった。
小泉は、都研に勤務していた27年間に、指導主事、相談部主査、相談部長を務め、教育相談
および学校教育相談の充実・普及に努めた。都研を定年退職した後は、武蔵野短期大学と早稲
田大学、早稲田大学大学院に教授として勤務した。また日本学校教育相談学会を創設して初代
会長を務めた。
ここで「教育相談」と「学校教育相談」の用語を『カウンセリング辞典ｉ』による定義を用
いて整理したい。
辞典によると、「教育相談」は「幼稚園から高校までの幼児・児童・生徒（以下子どもとす
る）とその親および学校関係者を対象とする心理臨床活動」と説明されている。そして、「学
校教育相談」については「『学校における教育相談』として、心理臨床の一領域である『教育
相談』と一線を画している。専門のスクールカウンセラーを配置した諸外国のスクールカウン
セリングの状況と異なり、学校教育相談は結果として日本独自で、教育活動の一環として行う
援助活動として位置づけられている」となっている。すなわち、教員等によって学校で行われ
る教育相談を「学校教育相談」と呼んで、専門機関で専門家によって行われる教育相談とは区
別されているのである。小泉は、学校教育相談を「すべての教師による、すべての児童生徒を
対象にした、どこにおいても行われる、人格的成長への援助活動」をめざした活動であるiiと
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説明している。本稿でも、この定義に従い、「教育相談」と「学校教育相談」を区別して記述
する。
相談は諸外国においては、心理の専門家、あるいは専門的な訓練を受け技能を身につけてい
ると認定された特別な教員の仕事である。日本でも、専門機関における教育相談は、専門的な
トレーニングを受けた人が担当しているという点で諸外国と同様であるが、「いつでも、どこ
でも、だれでも」をキャッチフレーズに教員によって行われる学校教育相談のような活動は諸
外国には見あたらない。
日本における学校教育相談の充実・普及は、教育相談の専門機関や教育委員会が学校教育相
談に関する教員研修を行うことで図られてきた。その全国的な牽引役を果たしてきたのは、都
研の教育相談部であり、その開発に携わったのが小泉だった。
小泉の業績については、菅野純iiiが小泉の早稲田大学退職時に、今井五郎ivが小泉の死去にあ
たってまとめている。
早稲田大学で小泉の同僚であった菅野は小泉の業績を、「１.学校カウンセリングの草分け
　２.登校拒否研究への貢献　３.学校教育相談学会会長　４.臨床実践家」　の４つに分類して
いる。菅野は「学校カウンセリング」について、「幼児期より青年期にわたる子どもたちの心
理的問題を臨床心理学的方法で解明し、子どもの健やかな発達成長を援助していくものであ
る。子どもに対する心理診断をもとにした心理療法や親に対するカウンセリング、教師に対す
る助言や研修、社会に向けての啓蒙などが主な内容になる」と説明しているので、これは「教
育相談」とほぼ同義であると考えられる。そして、菅野のいう「３.学校教育相談学会会長」
の部分に小泉の学校教育相談充実・普及活動への貢献が分類されている。「都研では、全国に
先駆けて教員向けのカウンセリング研修を体系化し、子どもの心を深く理解できる豊かな心を
持つ教師の育成に力を注いできた。その結果、自らの教育活動にカウンセリング的視点を加え
ることによって、より豊かなものにしていこうという教師が大勢育つことになった。その動き
は東京にとどまらず、小泉先生の著書を読んだり講演を聴いた全国の教師たちが中心となり、
1990年に日本学校教育相談学会を発足させるまでになった。」と菅野は書いている。
小泉に続いて日本学校教育相談学会第二代目会長となった今井もまた、もとは高校の教員
だった。都研による教員研修によって育てられたひとりである。今井は小泉の業績を「１.学
校教育相談の創始者　２.不登校研究の権威者　３.日本学校教育相談学会の創設・発展に寄
与」の３つにまとめている。そして「我が国における学校教育相談の創始者であり、学校への
教育相談の普及を図られた先駆者です」と紹介している。
両者とも、小泉の業績の大きな部分として、教員研修を通して学校教育相談の普及に貢献し
たことに触れているが、このような研修体系を創出した理由には言及されていない。
本稿では、日本独特とされる学校教育相談がどのように生まれ変遷し、なぜ教員研修体系ま
でが作られたのかを探るために、草創期からの学校教育相談研修の変遷を、小泉にかかわる資
料を中心に整理する。そして現在の学校教育相談をめぐる情勢の変化、すなわち、教育予算の
縮小の中で学校教育相談に関する教員研修が大幅に削減されていることや、スクールカウンセ
ラー・スクールソーシャルワーカーの導入の試みなど学校においても相談が専門家の手にゆだ
ねられるようになってきている点についての検討も試みる。
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２　研究方法
研究方法は、文献検討である。文献は、小泉が著した文章、あるいは講演記録等（以下「小
泉資料」と略称）、および教育相談・学校教育相談に関連する資料である。なお、小泉資料は
全部で数百点遺されており、そのカテゴリーは、１．公刊資料（著書・全国誌論文）、２．研
究紀要・研究報告、３．講演会・座談会記録、４.プリント・書簡・メモ　がある。
学校教育相談の草創期からの牽引役を果たしてきた都研による学校教育相談に関する教員研
修の変遷を、小泉資料を中心にした文献研究によって整理し、検討し、不足部分は関係者への
インタビューで補った。
３　小泉の略歴と都研創設期の教育相談
小泉は、都研の創設期の頃から都研にかかわり、草創期の教育相談活動を行っている。都研
の草創期は、日本の教育相談の草創期でもあった。ここでは、小泉の略歴を整理するととも
に、都研の草創期の教育相談について述べる。
（１）小泉英二略年表
理解を助けるために、以下に小泉の略年表ｖを記す。
年 . 月 年齢 出来事
1924. ９ ０ 栃木県足利市に誕生
1943. ３ 18 栃木県立足利中学校卒業
1943. ４ 18 水戸高等学校（旧制）　文科甲類入学
1944. ９ 20 陸軍に現役入隊
1945. １ 20 豊橋第１陸軍予備士官学校に特甲幹として入校。負傷して治療中に終戦。
1947. ３ 22 水戸高等学校（旧制）　文科甲類卒業
1950. ３ 25 東京大学文学部教育学科（教育心理学専攻）　卒業
1950. ５ 25
日本放送協会編成局教養部教育課勤務（学校放送小学校番組企画担当　
〜 1952）
1952. ２ 27 東京都立八潮高等学校教諭
1953.11 29
新東京都立教育研究所（東京都立教育相談所開設のための）新設準備委
員（〜 1954）
1954. ６ 29
５月に設置された東京都立教育研究所の研究部に教育委員会教育調査員
として勤務。
1957. ３ 32 東京都立教育研究所研究部指導主事　（〜 1966）
1957.11 33 東京都立教育研究所三鷹分室が発足、勤務。（〜 1965）
1958. １ 33 東京都立教育研究所三鷹分室で教育相談開始。
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（２）都研創設期の教育相談
都研が設置されたのは1954年のことである。小泉はその年から研究部に勤務している。この
ころはまだ学校教育相談の発想はなかった。この時代は、戦後の混乱を背景とする少年非行が
第一のピークを迎えていた。すでに1951年に東京都武蔵野市の大野田小学校内に都内で最初
の教育相談室が開かれ、その後も港区、杉並区、新宿区で教育相談が開始されていた6。そし
て、都研における教育相談は、都道府県レベルの最初の教育相談として注目された。初期の教
育相談事業について都研相談部がまとめた『教育相談20年の歩み　〜昭和33年から52年まで』
を参考に概観してみたい。
都研が設置された当時の相談実態は「昭和29年(1954)…、教育相談という仕事は存在しな
かった」viiという。研究の一環として始まった教育相談も「昭和30年(1955)…頃は、教育相談
の設備など全くないので、研究室の片隅や、空いている部屋、時には、隣の有栖川記念公園の
ベンチなどを利用して面接を行ったことがある」という。現在の教育相談とは異なる活動をし
ていたことがうかがわれる。
1965. ４ 40 東京都立教育研究所研究部（本所）に勤務。（〜 1981）
1966. ４ 41 東京都立教育研究所研究部（教育相談担当）主査（〜 1969）
1969.11 45
文部省派遣教育指導員。沖縄教育研修センターで教育相談指導　（〜
1969.12）
1972 47 文部省生徒指導資料第８集作成協力者 
1973 48 文部省「カウンセリング技術指導講座」講師  （〜 1979）
1974. ４ 49 東京都立教育研究所相談部長（〜 1980）
1979 54 総理府「青少年の自殺問題に関する懇話会」委員
1980. ４ 55 法政大学文学部非常勤講師兼任 （〜 1982）
1981. ３ 56 東京都立教育研究所退職
1981. ４ 56 武蔵野短期大学教授・副学長（〜 1988）
1981 56 日本学校保健会「精神の健康委員会」委員  （〜 1982）
1984 59 総合研究開発機構（ＮＩＲＡ）　研究協力委員  （〜 1985）
1984 59 東京都児童福祉審議会委員  （〜 1989）
1988. ４ 63 早稲田大学人間科学部教授  （〜 1991）
1989. ４ 64 東京都教育委員会「学校不適応検討委員会」委員長  （〜 1992. ３）
1989. ５ 64
文部省生徒指導資料第 21 集、生徒指導研究資料第 15 集作成協力者会議
委員（〜 1990. ３）  
1990. ２ 65 日本学校教育相談学会設立　初代会長（〜 1999）
1991. ４ 66 早稲田大学大学院人間科学研究科教授（〜 1995）
1995. ３ 70 早稲田大学大学院人間科学研究科退職
1999. ８ 74 日本学校教育相談学会会長退任
2006. ８ 81 死去
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とはいえ、そのときの研究は「精神検査による診断と指導法の研究」というテーマで、「小
中高の教員に事例研究をしてもらいながら、各種の精神検査の利用と、問題をもつ児童生徒の
理解と指導の方法を研究していこうという試みだった」という。教員との協同的な研究から都
研の研究は始まっているといえよう。
1957年に三鷹に都研の分室ができ、1958年1月より正式に教育相談が開始された。小泉
は、三鷹分室のたった一人の専任所員であった。その開設は、「毎日新聞の全国版（1958.
１.28）に『知能や性格を測り、将来への指針に』という見出しで紹介されたこともあり、
（申し込みが）一挙に121件という数に達し、３月末に、はや７月末までの予約満員という状
態であった」viii。全国から申し込みが殺到したが、当時の教育相談活動は、診断・助言が中心
であった。知能検査や心理テストをして助言を行い、面接も一回で終わるものが大半だった。
「当時心理治療はほとんど普及しておらず、担当者自身も心理療法に習熟していなかった」ixと
いう。「学校の教師や父母も、子どもの問題の解決に相談機関を利用することを、まだほとん
ど知っていなかったといってよいだろう。たとえ存在を知っていたとしても、相談所に対する
イメージは、知能の後れた子どもや非行など、なにか欠陥があったり、悪いことをしたときに
相談に行くところと考えられていた」と、あとがきに書かれている。当時行われていた心理治
療は、医療・治療モデルに基づくものであったことがわかる。
都研創設期の教育相談に関して、小泉は次のよう振り返る。「当時、臨床の面では、国立精
神衛生研究所がメッカみたいなものでした。…あすこには、臨床のそうそうたるメンバーが集
まっていました。なんとか、あすこに追いつき、追い越さなくては、というようなことを考え
ていました。…都研は、どうも専門機関で治療中心だということで、現場から、離れていると
いう批判もあったわけです。けれども、…ともかく専門機関としての質を高めるということが
第一だと思って、…もうひとつは都や区市の教育相談室もリードする役割を絶えずもたなくて
はいけないという気持ちが、いつも働いていたことは事実です。ｘ」
一方では、都研の心理臨床的な専門性を高める努力をしながら、もう一方では学校教育相
談の普及充実を図る、つまり教育現場と密接にかかわりながら教育臨床的な活動をしていくこ
とを小泉はしばしば「バランス」と説明している。教育相談と学校教育相談のバランスをとり
ながら、両方を高めることを小泉は意識していた。続いて都研の教員研修の変遷を概観しなが
ら、小泉が目指した「学校教育相談」について検討していきたい。
４　都研の教員研修記録から見る学校教育相談にかかわる教育研修の変遷
ここでは、都研相談部が編纂した記念誌『教育相談部20年の歩み』（1980）、『閉室記念誌
　三鷹分室教育相談30年の歩み』（1986）、東京都公立教育相談所連盟による30周年記念誌
『目でみる公相研　〜30年の歩み〜』（1991）などの記録をもとに、都研の教員研修の内容を
整理することで、初期の学校教育相談の教員研修の変遷を検討する。
(1)1954～1960年の教員研修の傾向
学校教育相談に関する教員研修は、都研が全国でも先駆的な役割を一貫して果たしている。
ただ、1958年以前の教員研修についての記録は残念なことに残っていない。状況が推察できる
記述や資料の一つとして、小泉らの共著による『学級理解の方法』（1957）xiがある。そのタ
イトルからも、教員研修のテキスト的な性格を持つものであることがわかる。はしがきに「本
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当によい教育をするためには、正しく子どもを知らねばならぬことは、だれにもわかりきって
いる。…内容としては学習活動をすすめるための学級集団の正しい把握法、生活指導のための
記録や検査のし方とつかみ方、次に、立ち入って精密な診断を要する場合の必須の技術、そし
て最後にどの学級にでも多いタイプの問題児についての理解のし方をおさめた」とある。内容
を見ると、知能検査やさまざまな種類の性格検査、クレペリン検査、ロールシャッハ・テス
ト、ＴＡＴなどの絵画統覚検査などがふくまれている。戦後の混乱が収まり始めた時代背景に
あって、困難を抱える子どもたちに接する教員たちに治療的な技術も含めて新しい技法をいわ
ば技術を翻訳していくように紹介していこうという啓蒙的な方向性がうかがえる。
1960年度は、都研の教員研修記録が残されている最初の年であるが「特殊教育第三次(教育
相談)研修会」という名称で、小学校教諭80人対象で年５回の教員研修が行われている。主な
内容は、就学時の知能検査の実施法と、内田・クレペリン検査およびロールシャッハ・テスト
の実施法・判定法である。ロールシャッハ・テストなどは、現在では教員研修で一般的に取り
上げられている項目ではない。小学校教諭が技術を習得して使うというよりは、専門家が行う
検査である。医療（治療）モデルに基づいた研修が行われていたことがわかる。
なお、当時の研修は、麻布に設立された都研の研修部が担当していた。小泉は、当時教育相
談事業が仕事の中心で、教員研修にはあまり関わっていなかったと思われる。
小泉は、この時期の学校教育相談について次のように述べている。「初期の学校教育相談の
考え方は、専門機関である教育相談所を模倣して、相談方法も、カウンセリングや遊戯療法、
心理テストなど臨床心理学の技法をそのまま取り入れるという形で出発するところが多くあり
ました。そのため、当然の結果として学校の中で遊離し孤立化し、批判を浴びました。xii」。
都研ではうまくいっている医療（治療）モデルの教育相談であっても、それをそのまま学校に
持ち込むことは好ましくないことが、失敗をとおしてわかってきたのである。だからといって
当時は学校教育相談のイメージもなかった。神奈川県では、1957年にカウンセリング研究会が
組織され、「目指すところは教育の目標とイコールで、同じ目的を違った手段で達成しよう
とするにすぎない、と力説」xiiiした。日本の学校教育相談への模索はここから始まったといえ
る。
（2）　1961年～1965年の教員研修の傾向
この時期は、小泉は三鷹分室に勤務していた。教員研修の企画とは部署が異なり、やはり部
分的に手伝う程度だったという。
　教員研修は、1961年からは「特殊教育」がなくなり「教育相談研修会」という名称の研
修がスタートした。内容は、カウンセリングの理論と技術（50人、10回）、問題行動と非行
（220人、５回）、テスト技術（100人、５回）などであった。非行問題に悩んでいた学校の
ニーズに応えようとする研修が試みられている。しかし、カウンセリングに関して言えば、当
時はロジャースの来談者中心の理論に立脚していたため、学校に受け入れられにくかった。ロ
ジャースの理論のうち傾聴の形だけが広まった感があり、子どもの言い分をひたすら黙って聞
くだけ、というカウンセリングのイメージを生んでしまったのである。「（学校）教育相談」
は現場では使えない、ということになり、実践者たちは「教育相談」という言葉を避けて「ふ
れあい」という言葉を使ったというxiv。『月刊生徒指導』や『月刊学校教育相談』の編集を通
して小泉の理論を教育界に広めようと努力してきた佐藤は、この暗中模索の時代について「小
泉先生をはじめとした当時の学校教育相談のパイオニアの方々がもっとも苦心された点は、こ
うして一度は挫折した学校教育相談を、いかに学校教育に受け入れられるものにするか、とい
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うこと」xvだったと述べている。
（3）　1966年～1970年の教員研修の傾向
1966年は、小泉が三鷹から本所にもどり、研究部主査として活動を始めた年である。教員研
修についても、小泉の意思が反映されやすかったと思われる。世の中は大学紛争が始まってお
り、高校紛争も激化し始めていた。また、暴走族という言葉が使われるようになったのも、こ
の時期であった。
1966年からは、「教育相談研修会」は「学校教育相談研修会」と名称を変え、対象者も40人
と絞られた。1967年からは、それとは別に「学校教育相談セミナー」がスタートした。これ
は、受講者が問題を持ち寄り、集まっては対応を協議し、実践した結果をまた持ち寄って検討
する、という形の自主研修であった。人数は20〜25人で年10〜14回とし、研修内容は、受講者
と協議しながら自主的に決めていくという画期的な取り組みだった。しかし、「グループの人
数が多すぎ、また回数は少なすぎて、メンバーの自主活動がうまく盛り上がらずxvi」、1970年
で終わってしまった。とはいえ、個々の教員のニーズを基本に据えた研修への試みは、現場の
ニーズに応じる段階からさらに踏み込んだ在り方といえる。このやり方は、後の「教育相談長
期自主研修会」に引き継がれていくことになる。
（4）　1971年～1975年の教員研修の傾向
これまで小中学校の教員を対象に行っていた学校教育相談研修の対象を1971年に高校の教員
にまで広げた。高校教師たちが、高校紛争、そして沈静化したあとに訪れた無気力化する生徒
たちへの対応に行き詰まりを感じていた時代だった。中学にも校内暴力が起こり始め、教員た
ちは生徒の心に届く指導法を探し始めた。
1972年から、都研は啓蒙的な研修を単発に行って学校教育相談研修の内容を理解してもらう
ための研修会を試みた。結果は好評で、次年度以降も続けられることになった。さらに、1972
年から「教育相談の長期自主研修会」が開始された。校種ごとのグループカウンセリングの形
をとり、年間30回の自主的な研修を行うものであった。これには、はっきりと成果が認められ
た。「特に高校の生活指導と教育相談との結びつきは、この長期自主研修会を通してはかられ
たといってよく、毎年の自主研修終了者をもって高校自主研OB会という会が自発的に組織さ
れ、毎年６〜７回の研修会が開かれている」xviiというまでになっている。
学事出版の編集者だった佐藤は1971年に『月刊生徒指導』４月号を創刊した。この間のいき
さつについて、佐藤は次のように述べている。「昭和45（1970）	年の秋、当時学事出版にい
た私が、学校教育相談についての雑誌を創刊したいというご相談で…小泉先生をお訪ねしたと
き、先生は、『そういう雑誌ができるとうれしいが、まだまだ読者は少ないでしょう。でも生
徒指導で困っている先生方は多いのに、それに応える雑誌は見あたらないから、生徒指導を中
心として、その中で学校教育相談も扱うようにしたら買う人もいるかもしれませんね』と助言
してくださいました。そして、『やがて学校教育相談が普及して、生徒指導の体質が変わる
といいですね』と付け加えられました。xviii」小泉は、『月刊生徒指導』に毎号「教育相談の
ケース・スタディ」を執筆した。それは、現場の教師による事例に対するコメントという形式
がとられていたため、内容は具体的であった。地方の人にとっても、教育相談の新しい考え方
や技法が具体的に全国レベルで手に入るようになった画期的な出来事と言える。佐藤の思い
は、『月刊学校教育相談』刊行の1987年に結実した。
以下に、創刊号から２年間の小泉によるコメントのタイトルを掲載する。この時代に小泉が
教師に何を学んで欲しかったかが、そのタイトルから伝わってくる。現場に受け入れられるこ
学校教育相談に関する教員研修の変遷
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とも視野にいれたこれらのテーマは、具体的で、技法も含んだものになっている。
（5）1976年～1980年の教員研修の傾向
中学に校内暴力の嵐が吹き荒れた時代だった。校内暴力への取り組みを通して、中学の教師
たちも新しいアプローチとしての学校教育相談に目を向け始めた。社会の要請を受けて、学校
教育相談は息を吹き返した。校内暴力とその後に数多く出現する不登校への対応の必要性か
ら、都研による学校教育相談研修は定着していった。小泉は、1974年からは教育相談部の部長
としてさらに教員研修に積極的にかかわった。1976年以降は「学校教育相談研究会」（60人、
６回）が事例検討を中心にして行われた。高校だけを対象にした「学校教育相談研修会」（40
人、６回）も開始された。高校の「長期自主研修会」も2グループになって発展し、そのOBた
ちの協力による「教育相談システムの研究」xixといった研究活動の取り組みも見られるように
なってきた。
（6）小泉の都研退職後の教員研修体系
小泉の退職後に都研相談部の部長を務めたのは、元教師の緑川尚夫であった。小泉の「教員
研修体系を完成させたい」という願いを受け継いで「スクール・カウンセラー養成講座」とい
う名前の教員研修システムを作った。その構想は小泉の時代にほぼ完成していて、緑川はその
システム化に力を注いだという。都研の研修体系は、『学校教育相談・初級講座』（1990・学
事出版）に紹介されているので、テーマを表にまとめ、紹介するxx。日本中の数多くの教育相
談機関や教育委員会が、この内容を参考に、それぞれの地域の状況に会わせた研修を企画して
いった。
1971 年 コメントタイトル 1972 年 コメントタイトル
４月号 学級担任の行なう教育相談 １月号 停学処分という名の指導をめぐって
５月号 臨床的研究法による事例研究 ２月号 教育相談の心（マインド）とはなにか
６月号 学級における問題児の指導 ３月号 一人ひとりをいかす授業
７月号 教科指導を通しての教育相談 ４月号 教育相談の新分野を開拓する
８月号 理解的なカウンセリングを支えるもの ５月号 生徒指導と教育相談の融合点
９月号 カウンセリングのキーポイント ６月号 教育相談係としての地道な実践
10 月号 観察による児童理解と指導 ７月号 訪問による面接の問題点　
11 月号 一対一の面接のもつ意味 ８月号 担任による一対一の指導の意味
12 月号 教育相談と生徒指導を結びつけるもの ９月号 グループ・カウンセリングの効用
11 月号 生徒指導担当教諭の役割　
12 月号 素朴な、ひたむきな実践の魅力　
表　『月刊生徒指導』の「ケーススタディ」における小泉のコメントタイトル一覧
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上の表は当時都研が行っていた学校教育相談の教員研修体系の実際が同書に掲載されたもの
である。また、以下は説明部分である。
「これは、東京都立教育研究所が全都の教師を対象に実施している初級、中級、上級のス
クール・カウンセラー研修講座のカリキュラムに準拠しています。…初級講座では、スクー
ル・カウンセラーを養成するというより、カウンセリング・マインドを持った教師として目覚
めていただくことを狙いとしている、…一人ひとりの児童生徒の主体性や独自性を尊重し、可
能性を発揮できるよう援助する教育をどうしたら実現できるか、を考えていただくことに力点
をおいています。東京都では、小中対象の初級講座は、区市の教育委員会が、教育センターや
教育相談室で実施し、高校対象の初級講座は都研が実施しています。しかも、一回二〜三時間
で、五回から七回くらいで企画されるのが標準的です。」「東京都で行っている中級講座の狙
いは、これを修了した人が校内の教育相談係の役割を引き受け、一人で、または何人かの仲間
と一緒に、校内の教育相談活動を推進する力となってもらえることを期待しています。その
特徴は、年間三〇回の研修(一回は三時間)で、そのうち九回は夏休み中に三泊四日の合宿研修
初級講座（全 11 回） 中級講座（全 23 回）
回 テーマ 回 テーマ 回 テーマ
１
学校教育相談はなぜ必要
か
１
学校教育相談の現状と課
題
12 事例研究会の持ち方
２
治療的カウンセリングと
開発的カウンセリング
２
子どもの内面にせまる指
導
13 事例研究会　〜登校拒否
３ 児童生徒理解と教育相談 ３
カウンセリング　〜よく
聴くには
14 事例研究会　〜非行
４ 生徒指導と教育相談 ４
カウンセリング　〜助言
の効果と限界
15 事例研究会　〜いじめ
５ 学習指導と教育相談 ５ グループ・カウンセリング 16 事例研究会の持ち方
６
担任の行う教育相談 〜
学級経営に生かす
６ 面接の演習法 17 教育相談係の役割と運営
７
担任の行う教育相談　〜
学級内の問題生徒の指導
７
遊びを通しての子ども理
解と触れ合い
18
教育相談係の分掌への位
置づけとその課題
８
面接の反省と活用　〜教
師の会い方の問題点
８ 遊戯療法を生かした事例 19 養護教諭の行う教育相談
９
面接の反省と活用　〜子
どもの心を開くには
９ 学校で利用できるテスト 20 担任・他教師との連携
10
遊びを通した子どもの理
解と触れ合い
10 テストの活用と留意点 21 教育相談室の運営
11 親とのかかわり 11 事例研究会の進め方 22 校内研修の企画と運営
23
学校教育相談の定着化の
ために
表  都研における「スクール・カウンセラー養成講座」のカリキュラムに沿ったテーマ
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として行います。残りの二一回は、五月から七月、九月から十二月まで、毎週一回の割で継続
的に実施されるので、かなりハードな研修です。中級講座の大きな特徴は、演習や実習などの
体験学習が多くなることです。」「現在東京では、中級講座の定員が三三〇名、応募者が七〜
八〇〇名くらいという競争率です。」「上級講座…は、定員一五名で約二〜三倍の受講希望者
の中から試験(論文と面接)によって選ばれます。合格すると、学校に籍を置き、水曜と土曜以
外は都研相談部に内地留学をして、書院と一緒に生活をしながら研修に明け暮れます。こうし
て一年を終えると、二年目は学校に戻り、週に一日だけ都研に通ってスーパービジョン(指導)
を受けることになります。」　
東京都教育委員会は、小中学校の全教員が初級講座を受講するシステムを作ったのである。
その「スクール・カウンセラー養成講座」は、『月刊生徒指導』に掲載されていたテーマとは
違って、理論も技法も原理から応用までじっくりと扱われている。時間をふんだんにとって、
子どもを理解し、育むことができる教師たちを育てていきたい、そして学校教育相談を担う
リーダー的な教師たちも育てていきたい、という思いが伝わる内容である。
５　小泉の業績の検討
まず、小泉が都研という専門機関で教育相談を行いながらも、学校教育相談の世界を切り開
くことになった理由を探ることにする。
小泉は、部長を務めた都研相談部を定年退職した1981年に「さよなら講演」を行っている。
その中で「相談と研究と研修の三つのバランスを、絶えず取りながらやっていく」ことを心が
けた、と述べている22。「相談」とは、都研でおこなってきた相談活動を、「研究」とは都研
相談部で毎年テーマを決めて行ってきた調査研究活動を指している。そして「研修」は、所内
の職員に対して行うものと、都内の公立学校教諭に対する学校教育相談の充実と普及と深化を
目指したものを指している。さらに小泉は、学校教育相談に関して次のように述べた。「（教
育相談を都に、全国に普及させることと）学校教育相談の充実・普及というようなことは、…
車の両輪ではないですけれど、いつも考えていたわけです。」その理由を小泉は講演の中で次
のように語っている。「今でも忘れませんが、（昭和）41年ごろでしたか、（教員数名に）集
まってもらって、学校教育相談についてフリーディスカッションするというようなことを…何
回かやったわけです。そのときの話合いの中で…教師中心の外側から規制する働きかけと、生
徒中心の自己決定や洞察を援助する、二つの指導の機能・働きが、学校教育のなかで統合され
なくてはいけないのだという考え方も、そういうディスカッションのなかから、私の中で生ま
れてきたものなのです。」
これらの言葉から、小泉は現場の教員の中に生徒中心の自己決定や洞察を援助するという視
点が不足していると考え、それらの力を育てる必要性から学校教育相談の教員研修を発想した
ことがわかる。それは、1966年ころのことであるが、学校教育相談の教員研修は1955年には確
実に始まっていたので、これまで漠然と感じていた学校教育相談研修の必要性がこの時期に小
泉の中ではっきりと理論化された、と取ることができるだろう。
次に、小泉が義務制の全ての教員に学校教育相談の研修を受けさせたいと考えた理由を考え
たい。これについては、小泉の「教育の本質と教育相談」という講演にその基本の考えを見る
ことができるので、その部分を抜粋する。
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「学校教育相談を考えたときに、…外部の非常勤の人を雇う形は、雇った人は週に１回とか
２回とかくるけれども、全体の先生は管理的・訓育的に取り締まるという形になりやすいわけ
です。そして、外側から規制し働きかけていて、表面化する問題の生徒をカウンセラーのとこ
へ頼むという形になるわけでしょう。そうすると、これは、辛辣に言えば、自己矛盾なので
す。つまり、自分のところでいろいろな問題生徒を作り出しておいて、それを自分で頼んだ先
生に委託して治してもらおうというわけですから。こちらは（問題）生産者側でもう一方は解
決者側という自己矛盾になってしまうわけです。…先生の中で（教育相談の）勉強をした人が
…子どもを受け入れて、子どもの気持ちをよくわかってあげる。そういう先生としての態度を
とりながら、一方では担任としてぴしっと締めたり、あるいは叱るときには叱るということは
ちゃんとやっていく。すべての先生の中にこの両面が動きながら、ある先生は専門的に少し勉
強したから相談係をやってもらう。そして、この先生が限界を感じたり、それを越えたケース
に関しては、専門の相談機関を頼む。」xxii
これは、まだ専門家によるスクール・カウンセラーの導入が始まっていない1984年に語られ
たものであるが、示唆に富む言葉である。小泉は専門家を排除しようとしているわけではな
い。難しいケースまでも担任で抱え込んではいけない、専門家と連携するように、ということ
も言っている。しかし、専門家との分業が進み、教師の仕事が学習指導と規律を守らせること
に特化してしまう危険があると小泉は考えた。ここにも小泉のバランス感覚を見ることができ
る。
小泉は、学校教育に役立つ心理学的アプローチを模索した。全ての教師が子ども理解と適切
な対応ができるための理論や手法を探しては研修に織り込んでいった。それは教師がそれらの
理論や技法をクラスで活用できるようなマネジメントの方法も含んだ研修内容となっていっ
た。
早稲田大学を退職する1995年に小泉は次のように書いている。「私の信条は、学校現場、教
師との連携を大切にすることである。教師は仲間であり同僚であるという意識を常に強く持っ
ていた。そして、心理臨床も教育臨床も決して一部の学者や研究者のものではなく、教育に役
立ち、教師を援助するものでなくてはならないと常に心がけた。…教師と話し合える関係をつ
くり、連携をとれなくてどうして子どもや親を援助することができるだろうか。」xxiii
ここから、小泉が現場の教師に心理臨床の世界を紹介しただけではなく、心理臨床家たちと
教師や教育の世界の、いわば橋渡しをする意識も持っていたことがわかる。自身も心理臨床家
として活動していた小泉であったが、都立高校の教師を経験していたことがこのような教育現
場への親和性を生んでいるのであろう。そして、臨床で出会う子どもや保護者、研修の中で出
会う教員たちを通して、教育現場の課題は、学校教育相談を校内に普及させることによってか
なり解決できると考えたことが、学校教育相談の充実・普及への希求につながったといえる。
６　おわりに
本稿では、日本独特とされる、全ての教員によって行われる学校教育相談がどのように生ま
れ普及してきたのかを小泉資料を中心に整理し検討を試みた。都研の創設時から教育相談にか
かわっていた小泉が、その前に都立高校の教師として働いていた時代があったこと、もともと
小泉の職務の一つとして最初から教員研修が明記されていたこと、教育相談の教員研修は全国
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でも前例がないために、教員と相談し試行錯誤しながら研修内容を作り上げていったために、
現場のニーズをすくう内容になっていったことがわかった。とはいえ、初期には都研で行って
いた治療的な教育相談が学校になじまなかったり、黙って話を聞くことだけが強調されてし
まったカウンセリングが研修に導入されたために学校から受け入れられなかったりという時代
もあった。そういう経験の中で、学校のためになり、よりよい教育支援になる「学校教育相
談」の在り方と、その研修内容や研修形態が模索された。小泉の構想を受け継いだのは次に教
育相談部長になった緑川尚夫であった。東京都の「スクール・カウンセラー養成講座」のよう
な学校教育相談の教員研修体系を具体化した。これは、初級・中級・上級と三コースに分か
れ、初級は義務制の全ての教員が受講するシステムになっていた。中級は学校教育相談の核と
なる教員を育てることが目的で、希望者が受講対象者だったが、中級までの合計研修時間だけ
でも150時間近くになるというものだった。また、上級は、希望者から試験で選抜し、学校現
場をはなれ、内地留学という形式で、都研相談部で所員と一緒に教育相談活動を行うというシ
ステムになっていた。当時の社会風潮が、校内暴力・不登校・いじめといった問題行動には力
だけでは解決が望めず、心のケアが必要であるという流れになってきていたことも学校教育相
談の普及の追い風となった。
「スクール・カウンセラー養成講座」は、中級の受講希望者も多く競争率は２倍をはるかに
超えた。初級講座受講者の満足度の高さと、学んだことが現場で役立っている実感が、この数
字から推察できる。都研で開発された研修体系は、全国の自治体における研修プログラムの参
考とされた。
小泉は、心理臨床で用いられている技法や理論で教育に役立つものを教員が取り入れること
ができるように促し、心理と教育をつなぐ役割を果たした。一方、学校教育の中でそれらが行
われることが子どもの知性と心の成長に必要であると考えて、専門的な心理臨床家が直接学校
の中に入って活動することには警鐘を鳴らした。心理的なケアを専門家が行い、教師が学習活
動と生活の規制を行うという分業がなされることの悪影響を心配したからである。小泉は、そ
の危険性を「自分のところでいろいろな問題生徒を作り出しておいて、それを自分で頼んだ先
生に委託して治してもらおうという…自己矛盾になってしまう」と表現している。
しかし、現在では教育予算の縮小の中で、成果もあがっていると見られていた都研方式の学
校教育相談に関する教員研修は、大幅に削減されてしまっている。また専門的な心理臨床家が
スクール・カウンセラーとして導入され、スクール・ソーシャルワーカーの導入も始まるな
ど、学校における相談は諸外国と同様に専門家の手にゆだねられる傾向に拍車がかかってき
た。そして、小泉が心配した「自己矛盾」の危険は回避されないまま、教育予算はさらに削減
されつつある。非常勤の専門家を雇って、常勤の教員数を最小限にとどめる方向に動きつつあ
る事態が抱える危うさを、小泉は25年も前に語っていたのである。
以上述べたように、教育を巡る状況は厳しいが、一方現代は、スクール・カウンセラーやス
クール・ソーシャルワーカーといった専門家が教育現場に入ってきて、専門家の存在が以前よ
りはるかに身近になったという面もある。情報機器も飛躍的に進歩した。それらを活用するの
は良いが、個々の教員が学校教育相談を学び続けることで子ども理解を深めより良い対応を探
る必要性は依然として変わっていない。今後の課題としては、学校教育相談の教員研修が教育
現場にどのような影響を与えたか、ということを調査検討するとともに、今の時代にあった実
現可能な研修の形を模索することである。
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